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地域医療介護総合確保基金について
○ 団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年に向け、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医師・看護師等の医療従事者の

確保、地域包括ケアシステムの構築といった「医療・介護サービスの提供体制の改革」が急務の課題。
○ このため、医療法等の改正による制度面での対応に併せ、消費税増収分を財源として活用し、医療・介護サービスの提供体制改革

を推進するための新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設（平成２６年度～）。
○ 各都道府県に消費税増収分を財源として活用した基金を創設し、各都道府県が作成した計画に基づき事業を実施。

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の
施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 医療従事者の確保に関する事業
４ 介護施設等の整備に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業

１ 基金の対象事業

平成２６年度 ９０４億円 （医療分）
平成２７年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成２７年度補正 １,５６１億円 （介護分）
平成２８年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成２９年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成３０年度 ９３４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成３１年度 １,０３４億円 （医療分） ８２４億円 （介護分）

※当初予算案
◎負担割合：国 ２／３ 県 １／３

１～３月 地域医療構想調整会議 大分県医療審議会
３～４月 厚生労働省ヒアリング（都道府県対象）
５月以降 厚生労働省からの交付金の内示

厚生労働省へ交付申請
厚生労働省からの交付決定
各事業実施主体への交付手続き・事業実施

※現時点の見込であり、今後変更の可能性あり。

（介護分）

（医療分）

４ 地域医療介護総合確保基金の仕組み

３ スケジュール（H31年度予算案）

２ 国の予算額及び負担割合
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単位：円

1
地域医療構想の達成に向けた医療機関の
施設または設備の整備に関する事業

958,320,973 169,270,740

(1)
医療提供体制の改革に向けた施設・設備の
整備　等

958,320,973 169,270,740

1 病床機能分化・連携推進基盤整備事業 896,888,501 122,275,740

①回復期病棟等施設設備整備事業（地域医療構想の達成に向けた施設設備整備等。）
②地域保健医療推進事業（地域医療構想アドバイザー派遣の経費）
③県立病院精神医療センター整備事業（県内医療の基幹病院である大分県立病院に精神科病棟を
整備）

①中津市民病院　膳所病院
　 大久保病院
②大分県
③大分県立病院

2
急性心筋梗塞早期診断ネットワークシステム
導入事業

10,368,000 6,912,000
救急医療機関へ詳細な心電図をデータ送信できる心電計を、県下の消防本部の救急車に整備する
ための設備整備。

各消防本部

3 へき地公立病院地域医療確保研究事業 10,560,000 5,250,000
県内へき地公立病院（国東、杵築、豊後大野）と自治体による協議会設置、地域医療学センターへ
の巡回指導等。

へき地公立病院地域医療
・地域包括ケア研究協議会

4 地域医療機能維持・強化事業 40,504,472 34,833,000
小児科・産婦人科、県が指定する地域中核病院等において後期研修を行う医師に対して研修資金を
貸与。

大分県
県内医療機関

平成30年度  大分県医療介護総合確保計画に係る事業一覧（医療分）

うち基金充当額№ 事業名（基金計画） 実施主体実施内容総事業費
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うち基金充当額№ 事業名（基金計画） 実施主体実施内容総事業費

2 居宅等における医療の提供に関する事業 26,312,860 20,738,263

(1) 在宅医療を支える体制整備　等 23,032,245 17,966,913

5 訪問看護推進事業 1,231,000 1,231,000 訪問看護の充実を図るための訪問看護師に対する研修会。 大分県（大分県看護協会）

6 在宅医療連携広域調整事業 10,229,922 7,617,212 在宅医療サービスの向上を図るため、県全体フォーラムを開催し、事業の成果を共有。 大分県

7 小児在宅医療連携体制整備事業 1,105,640 737,000
小児在宅医療に関わる関係機関による連絡会の開催や、医師や看護師を対象とした小児在宅訪問
診療の対応手法等を学ぶ実地研修会を実施。

中津市立中津市民病院

8 訪問看護ステーション強化推進事業 2,274,410 1,516,000
在宅医療・介護連携充実のため、訪問看護ステーションの経営安定化に向けた管理者研修に対す
る補助。

大分県看護協会

9 プラチナナース生き活きプロジェクト推進事業 2,433,508 1,622,000
・退職看護師を対象とした在宅医療に関する研修
・訪問看護ステーション等の求人側を対象とした研修
・求人・求職のマッチング等の再就業支援

大分県看護協会

10 在宅医療関係者感染症研修事業
（直接服薬確認（ＤＯＴＳ）事業）

718,570 718,570
医療従事者や社会福祉施設職員など在宅医療関係者に対し、結核等の感染症に関する研修会を
開催するなど、感染症等に対する知識の向上や情報の共有を図り、結核等に早期に気づき診断でき
る体制を整備。

大分県

11 精神障がい者地域移行・定着体制整備事業 2,352,731 2,352,731
障害福祉課に地域移行専門員を配置し、退院支援対象者の情報収集や地域資源の把握、精神科
病院と相談支援事業所等が連携して支援を行うためのマッチングを実施。

大分県

12 在宅領域の看護ケア能力均てん化推進事業 949,530 633,000
研修機会の少ない圏域の在宅領域で働く看護職に対しての、当該領域で在宅医療・看護におけるケ
ア能力の向上を目的とする研修会。

大分県看護協会

13 長期入院精神障がい者退院促進事業 591,534 394,000
精神科病院内の委員会へ入院患者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供を行う相談支援
事業者等の招集支援。また、退院支援啓発のための県民向けシンポジウムを実施。

鶴見台病院

14 退院支援強化事業 1,145,400 1,145,400 病院内で退院調整、支援を行っている看護師・MSWを対象にした退院支援能力強化研修。 大分県看護協会

(2)
在宅医療（歯科）を推進するために必要な事
業　等

1,527,265 1,018,000

15
摂食嚥下機能障がい患者に対する食支援事
業

1,527,265 1,018,000 ＶＥ機材を購入し、病院や在宅で訪問診療を行う歯科医師等に貸出。 臼津歯科医師会

(3)
在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事
業　等

1,753,350 1,753,350

16 地域服薬健康相談事業 1,106,550 1,106,550
無薬局地域で在宅療養中の高齢者等に対して、正しい服薬ができるようお薬相談会を実施、併せて
薬剤師が講師等を務め、地域包括ケアへの薬剤師の参画を推進。
相談事業の講師として派遣される薬剤師の資質向上のための研修を実施。

大分県

17 在宅医療に貢献する薬剤師の確保対策 646,800 646,800
・薬学部在籍者の県内就職推進対策
・未来の薬剤師拡大対策（薬学部進学者推進対策）

大分県
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うち基金充当額№ 事業名（基金計画） 実施主体実施内容総事業費

3 医療従事者の確保に関する事業 1,292,231,002 405,188,012

(1) 医師の地域偏在対策のための事業　等 55,820,654 50,222,704

18 地域医療支援センター運営事業 44,820,654 44,722,704
・地域医療教育・研修推進事業（地域医療支援センターの整備等　地域医療研修会の開催）
・地域医療対策協議会（協議会の運営）

大分県

19 医師確保総合対策事業
（小児科・産婦人科医師研修支援事業）

11,000,000 5,500,000
地域の中核的な病院や小児科・産婦人科等に勤務する医師の診療技術の修得のため、国内外での
研修費用を補助。

大分県
県内医療機関

(2)
診療科の偏在対策、医科・歯科連携のため
の事業　等

123,096,491 39,300,000

20 新生児医療担当医・産科医等確保支援事業 110,933,491 27,137,000
・産科医等確保支援事業（分娩手当を支給する医療機関等に対する補助）
・新生児医療担当医等確保支援事業（分娩手当を支給する医療機関に対して補助）

県内産婦人科等

21 結核専門医育成等推進事業 12,163,000 12,163,000
結核医療体制を充実させるため、大分大学医学部に委託して結核医療に関する指導医を確保し、結
核の臨床研修プログラムの研究開発を実施。

大分県
（大分大学医学部附属病院）

(3) 女性医療従事者支援のための事業　等 34,405,579 12,004,000

22 短時間正規雇用支援事業 34,405,579 12,004,000
短時間正規雇用の導入により、女性医師の出産・育児と勤務との両立を支援する医療機関に対する
補助。

県内医療機関
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うち基金充当額№ 事業名（基金計画） 実施主体実施内容総事業費

(4) 看護職員等の確保のための事業　等 988,722,705 213,475,735

23 新人看護職員研修事業 19,028,000 19,028,000
a　実地指導者研修（病院等における新人看護職員の臨床研修の実地指導者を養成）
b　新人看護職員研修及び医療機関受入研修（臨床研修に必要な費用の一部を補助）

a　大分県（大分県看護協会）
b　県内医療機関

24 看護職員資質向上推進事業 2,928,040 2,926,040 看護師等養成所の看護教員や実習指導者の資質向上に向けた研修会 大分県（大分県看護協会）

25 看護の地域ネットワーク推進事業 5,008,357 4,642,695
・看護の地域ネットワーク推進事業（地域ネットワーク推進会議や地域ネットワークサミットの開催）
・第8次看護職員需給計画策定事業（県内における看護職員の需給見通しについての調査）
・中小規模病院等看護管理支援事業（協議会の開催　　モデル地域での事例検討会　等）

大分県

26 看護師等養成所運営等事業 872,189,588 147,305,000 看護師等養成所の運営費補助 県内看護師等養成所

27 ナースセンター相談体制強化事業 3,389,000 3,389,000
・大分県ナースセンターの相談体制の強化(相談員の増員）
・離職ナースのナースセンターへの「届出の努力義務」を推進

大分県（大分県看護協会）

28 看護師の特定行為研修体制整備事業 7,860,000 7,860,000
県立看護科学大学大学院（ＮＰコース：ナース・プラクティショナー（診療看護師））において実施する、
「特定行為に係る看護師の研修」に必要な経費を補助。

県立看護科学大学

29 訪問看護師養成事業 1,180,000 1,180,000 訪問看護の従事希望者又は従事初心者等を対象に、ｅラーニングを活用した講習会を開催。 大分県看護協会

30 看護師等養成所施設設備整備事業 11,339,720 5,431,000
①看護師養成所施設整備（非常用照明設備改修、トイレ改修、空調更新）
②看護師等養成所機材整備（人体解剖模型）

①大分中央看護学校
②日田准看護学院

31 看護職員宿舎施設整備事業 65,800,000 21,714,000 看護職員が働きやすく離職防止につながる宿舎施設整備（個室改修、厨房整備）。 別府中央病院

(5)
医療従事者の勤務環境改善のための事業
等

90,185,573 90,185,573

32 病院内保育所運営事業 0 0 病院内保育所を設置する医療機関に対する運営費補助。 県内医療機関

33 小児救急医療支援事業 28,784,000 28,784,000
休日・夜間に小児救急患者を受け入れる病院群に対して、医師、看護師の給与費等必要な経費を
補助。

県内医療機関

34 子育て安心救急医療拠点づくり事業 42,628,000 42,628,000
小児救急医療拠点病院に対して、休日・夜間における小児救急医療体制を確保するため、医師、看
護師の給与費等必要な経費を補助。小児救急医療支援事業において体制が整えられていない中部
医療圏の一部と豊肥医療圏に対応。

大分県立病院

35 小児救急医療電話相談事業 15,704,642 15,704,642
休日・夜間においても小児救急医療に関する相談に応じる体制を整備することにより、子供を安心し
て産み育てられる環境を推進し、医療機関の負担軽減、医療従事者の勤務環境を改善。

大分県（大分県医師会）

36 医療勤務環境改善支援センター運営事業 3,068,931 3,068,931
医療従事者の離職防止や医療行為の安全確保等を図るため、医療機関が策定する勤務環境改善
計画の策定・実施・評価等を総合的に支援。

大分県

計 2,276,864,835 595,197,015
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「令和２年度地域医療介護総合確保基金（医療分）活用事業案の募集について」 

 
１．対象事業等について 
（１）対象事業 

① 病床の機能分化・連携のために必要な事業  
② 在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業 
③ 医療従事者等の確保・養成のための事業 
なお、対象事業の詳細は厚生労働省が提示している別添資料１「地域医療介護総合確保

基金（医療分）の標準事業例」を参照してください。 
 

（２）重点募集項目 
   本県においては、令和２年度事業案の募集にあたって、上記（１）①のうち、特に急

性期病床等から回復期病床への転換を伴う施設・設備整備事業や在宅医療推進のための

事業等を提案いただきたいと考えています。 
   補助内容については、以下のとおり予定しておりますので、ぜひご検討ください。 

 
補助対象 補助対象経費 基準額 補助率 

急性期病床等から回復期病

床（地域包括ケア病床を含

む）への転換を伴う施設整

備 

 

病床転換に必要な施設の新

築・増改築に要する工事費又

は工事請負費 

次により算定した額の合計額 

@360千円×整備面積（㎡） 

(※鉄筋コンクリート造の場合) 

2／3以内 

病床転換に必要な施設の改

修に要する工事費又は工事

請負費 

次により算定した額の合計額 

@3,624千円×転換する病床数 

2／3以内 

回復期医療を提供するため

の設備整備 

医療機器の備品購入費 １か所あたり 

16,200千円 

2／3以内 

在宅医療に関する人材育成

研修 

在宅医療に取り組む関係者

の多職種連携や、各専門職の

質の向上等に資する研修の

実施に必要な経費 

－ 2／3以内 

訪問看護ステーションの新

設、サテライト整備に係る

初動時の経費 

※原則訪問看護サービスが

不足している地域。 

事務機器並びに訪問看護に

用いる医療機器の購入に必

要な需用費及び備品購入費、

工事費（備品設置に係るも

の） 

@3,000千円／箇所 2／3以内 

看護師等養成所の施設整備 学校又は養成所（寄宿舎含

む。）の新築、増改築に要す

る工事費又は工事請負費 

@167,400円×以下の面積 

(※鉄筋コンクリート造の場合) 

ア 保健師、助産師、看護師の 

学校又は養成所 

学生定員×20㎡ 

イ 准看護師の学校又は養成所 

学生定員×17㎡ 

1／2以内 

 

※単価はＨ３１年度交付要綱より 

 

（３）その他 

地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用（他の用途へ変

更するための改修、処分に係る損失、早期退職制度に伴う退職金の割増相当額）に

ついても事業の対象となる場合がありますので、ご相談下さい。 

 

２．事業提案に関する留意事項 

  事業を実施するにあたっては、別添資料２の厚生労働省通知のとおり、事業の対象にな

らない場合や事業者負担を求める場合などの考え方が定められています。 

（１）対象とならない場合 

    標準事業例と関連がないものや、診療報酬や介護報酬、その他の補助金で措置され

ているものは対象外です。 

（２）事業者負担等 

    県では、既存の国庫補助事業や類似の補助事業の補助率等を考慮して適切な運用を

図ることとしており、原則として一定の事業者負担を求めます。 

 

３．事業実施期間 
交付決定後（令和２年８月頃予定）から令和２年３月３１日までの間 
（交付にかかる手続きは事業実施が決定した事業者に別途連絡します。） 

 
４．提出書類 

（１）調査票（別添様式１） 
（２）①ハード事業（施設・設備整備等）の場合 

ア 図面（平面・配置図） 
イ 見積書 
ウ スケジュール 

②ソフト事業（研修、会議等）の場合 
ア 概念図、スケジュール、カリキュラムなど内容の分かる資料 
イ 費目別積算資料（単価×数量） 

（３）その他、事業案の内容に資する補足資料（図表、体系図等。（任意）） 
 

５．提出期限 令和元年８月３０日（金） 
 
６．提出方法 郵送又は持参により担当あて２部提出してください。 
 
７．提案事業の採択方法 

（１）提案された事業案について、書類審査やヒアリング等により、基金事業の趣旨との

整合性、積算の妥当性、事業効果、実現可能性などを総合的に判断し採択するものと

します。 
（２）ただし、採択までに、関係団体からの意見聴取や地域医療構想調整会議等の場にお

ける協議、県財政当局との予算協議、国によるヒアリングなどの手順を踏むこととし

ているため、必要に応じて確認や資料を求めることもあります。 
（３）スケジュール案は別添資料３のとおりです。 
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厚生労働省　事業例別分類表より
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上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

※事業採択通知・内示の時期については国の内示時期によって変わることがあります。

令和元年5月末現在

令和２年度大分県地域医療介護総合確保基金　事業スケジュール（案）

１月

２月

３月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

県 事業提案者

６月

７月

８月

４月

５月

６月

令和２年度県予算要求

令和２年度県予算成立

令和２年度分事業案募集

財政当局、関係部署と

協議・事業内容精査

地域医療構想調整会議

医療審議会

関連業者に見積・図面

依頼

関係者との打合せ

積算、カリキュラム等

作成

ハード事業 ソフト事業

事業案提出締切り

関係部署に要望事業を担当分け

事業要望提出

追加資料等提出

事業不採択等の連絡

事業採択

内示

交付申請

追加資料作成

事業内容精査等

資料３

交付決定 入札・契約・着工 会議開催・研修実施等

厚生労働省ヒアリング

ヒアリング

追加資料提出依頼
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